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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
 （1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制
　　　当社は、取締役会において業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）について、次のとおり決議しており
ます。

　　　①当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　　・‌�当社は、事業活動における法令、企業倫理、社内規程の順守を確保するため、順守すべき事項を「社員行動基準」

として定め、当社グループの取締役等及び使用人に周知徹底を図る。 
　　　　・‌�当社は、コンプライアンス（法令順守）に関する規程の制定及び内部通報制度を構築するとともに、コンプライア

ンス委員会を設置し、運用管理する。
　　　②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　　　・‌�当社は、社内規程に基づき、各種会議等の議事録を作成保存するとともに、重要な職務の執行及び決裁に係る情報

について記録し、適切に管理する。
　　　③当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　　・‌�当社は、リスク管理に関する規程を制定するとともに、リスク管理委員会を設置し、運用管理する。
　　　④当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　　・‌�当社は、職務権限に関する規程を制定し、監査室が運用状況を監視する。
　　　⑤当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　　　（ⅰ）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　　　　・‌�当社は、関係会社の管理に関する規程に基づき子会社を管理し、子会社は、業務執行状況、財務状況等を定期的に

報告するものとする。
　　　（ⅱ）子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制
　　　　・‌�当社は、関係会社の管理に関する規程に基づき子会社を管理し、当社及び子会社のリスクに関して定める規程を制

定するとともに、リスク管理委員会を設置し、運用管理する。
　　　（ⅲ）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　　・‌�当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、当社グループ経営の適正を確保するため、当社取締役等を派遣し、業務執

行の監督、監査する。
　　　（ⅳ）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　　・‌�当社は、当社及び子会社のコンプライアンス（法令順守）に関する規程の制定及び内部通報制度を構築するとともに、

コンプライアンス委員会を設置し、運用管理する。
　　　⑥監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　　　　・‌�監査等委員会が求めた場合は、監査等委員会の職務遂行を補助するため、監査スタッフを置く。　
　　　⑦‌�上記⑥の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び監査等委員会の指示の実

効性の確保に関する事項
　　　　・‌�監査等委員会の職務を補助すべき使用人（監査スタッフ）は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命

令には服さず、その任命、異動については、監査等委員会の同意を要するものとする。
　　　⑧当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための体制
　　　　‌�当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会に対し、規模や業態等に応

じて次の事項を遅滞なく報告するものとする。
　　　　・会社に著しい影響を及ぼすおそれのある事実
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　　　　・取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の職務遂行に関して不正行為、法令、定款に違反する行為
　　　　・内部通報制度による運用及び通報の状況
　　　　・毎月の経営状況の重要な事項
　　　　・内部監査結果の状況
　　　⑨監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
　　　　・‌�当社は、当該報告をしたことを理由として通報者に対し、不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を内部通報

に関する規程に明記しております。
　　　⑩‌�監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生じる費用又は

債務の処理に係る方針に関する事項
　　　　・‌�当社は、監査等委員がその職務の執行に関して費用の前払等を請求したときは、当該費用等が監査等委員の職務執

行に必要ないと認められる場合を除き、当該費用等を負担し、速やかに処理する。
　　　⑪その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　　　・‌�代表取締役社長と半期ごとに１回、監査室と四半期ごとに１回の意見・情報交換を行うなど連携を密にして、監査

の実効性と効率性の向上を目指す。
　　　⑫反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　　　　‌�当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは毅然とした態度で臨み、公序良俗に反する行為

をしないことを基本方針としております。
　　　　・‌�反社会的勢力排除に向けた取り組みについて、「企業行動憲章」「社員行動基準」「反社会的勢力対応マニュアル」そ

の他社内規程に定め、毅然とした態度で反社会的勢力との関係を遮断排除することとしております。
　　　　・対応統括部署を総務部とし、反社会的勢力からの不当要求に対応することとしております。
　　　　・警察や弁護士等の外部専門機関と緊密な連携関係を構築し、反社会的勢力の情報収集、排除に努めております。

 （2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　　　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
　　　①コンプライアンス及びリスク管理に対する取り組み
　　　　‌�当社は取締役及び社員に対して、コンプライアンスの重要性の理解とその順守を推進するために、企業活動の基本行

動をまとめた「企業行動憲章」を策定するとともに、社員のビジネス活動における指針「社員行動指針十訓」や基本
的で重要な基準をまとめた「社員行動基準」を定めております。また、広く周知させるために社内イントラや毎年発
行する SunMesse BOOKへ掲載し、全社員への浸透を図っております。取締役会には、コンプライアンス委員会や
リスク管理委員会で出された問題点を経営陣が適宜報告を行い、レビューを行っております。

　　　②内部監査に対する取り組み
　　　　‌�監査室が、年間の監査計画に基づき当社各部門の内部監査を実施し、監査結果を代表取締役及び監査等委員会に報告

しております。
　　　③グループ管理体制
　　　　毎月開催される取締役会で子会社の担当取締役から経営状況等の報告を受け、現況を把握できる体制としております。
　　　④監査等委員会の職務執行
　　　　‌�監査等委員は、取締役会等の重要な会議等を通じ、取締役等から業務執行の報告を受けるとともに、その意思決定の

過程や内容について監督を行っております。また、監査等委員会は、監査室が行った内部監査の報告を受けるほか、
監査室と定期的に意見交換を行うなどしており、効果的な監査が実施されております。
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連結株主資本等変動計算書
（自 2019 年４月１日　至 2020 年３月 31日） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,236,114 1,049,534 7,608,944 △ 1,162,304 8,732,290

当期変動額

剰余金の配当 △ 92,984 △ 92,984

親会社株主に帰属する
当期純利益 183,115 183,115

自己株式の取得 △ 187 △ 187

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 90,131 △ 187 89,943

当期末残高 1,236,114 1,049,534 7,699,076 △ 1,162,491 8,822,233

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 1,152,618 1,694 △124,662 1,029,649 53,880 9,815,820

当期変動額

剰余金の配当 △ 92,984

親会社株主に帰属する
当期純利益 183,115

自己株式の取得 △ 187

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △240,531 3,266 140,953 △ 96,310 9,760 △ 86,550

当期変動額合計 △240,531 3,266 140,953 △ 96,310 9,760 3,393

当期末残高 912,086 4,961 16,290 933,338 63,641 9,819,214
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
 　(1) 連結の範囲に関する事項
　　　連結子会社の数　　２社
　　　連結子会社の名称
　　　　日本イベント企画株式会社
　　　　Sun Messe (Thailand) Co.,Ltd.
 　(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　　連結子会社のうち、Sun Messe (Thailand) Co.,Ltd. の決算日は 12月 31日であります。
　　　‌�　連結計算書類の作成にあたっては、2019年 12月 31日現在の財務諸表を使用し、当連結会計年度末までの間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
 　(3) 会計方針に関する事項
　　①資産の評価基準及び評価方法
　　　イ．有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの
　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定 )
　　　　　時価のないもの
　　　　　　移動平均法による原価法
　　　ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　商品及び製品、仕掛品
　　　　　主として個別法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
　　　　原材料
　　　　　総平均法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
　　　　貯蔵品
　　　　　最終仕入原価法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
　　②固定資産の減価償却の方法
　　　イ．有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　主として定率法によっております。
　　　　�　ただし、当社及び国内連結子会社の 1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　　　ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　定額法によっております。
　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
　　　ハ．リース資産
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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　　③引当金の計上基準
　　　イ．貸倒引当金
　　　　�　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　　　ロ．賞与引当金
　　　　　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。
　　　ハ．役員退職慰労引当金
　　　　　役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上しております。
　　④退職給付に係る会計処理の方法
　　　イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　�　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。
　　　ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　　　　�　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (５年 )による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　　　ハ．小規模企業等における簡便法の採用
　　　　�　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を採用しております。
　　⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　　　　�　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平
均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

　　⑥その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　　　消費税等の会計処理
　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記
 　(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
　　　担保に供している資産
　　　　建　　　物	 236,552 千円
　　　　土　　　地	      1,864,845 千円
　　　　　　計	 2,101,398 千円
　　　担保に係る債務
　　　　短期借入金	 1,030,000 千円
　　　　社　　　債	 150,000 千円
　　　　長期借入金	          50,000 千円
　　　　　　計	 1,230,000 千円
 　(2) 有形固定資産の減価償却累計額	 15,238,191 千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
 　(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数
　　　　普通株式	 17,825,050 株
 　(2) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数
　　　　普通株式	 2,328,162 株
 　(3) 剰余金の配当に関する事項
　　①配当金支払額

　　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

４．金融商品に関する注記
 　(1) 金融商品の状況に関する事項
　　　�　当社グループは、資金運用については短期的な預金等の安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達については銀

行借入や社債発行による方針です。
　　　�　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、債権管理規程に

従い、営業本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財
務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　　　�　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期
的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して、保有状況を継
続的に見直しております。

　　　　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに未払法人税等は、４ヶ月以内の支払期日であります。
　　　�　借入金及び社債のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債及び長期借入金は主に設備投資に係る

資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、基本的にリスクの低い短期のもの
に限定しております。

　　　　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

決　議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2019年５月17日
取締役会 普通株式 46,492 3.0 2019 年 3月 31日 2019年６ 月 10日

2019年 11月１日
取締役会 普通株式 46,492 3.0 2019 年９月 30日 2019年12月 10日

決　議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2020年５月15日
取締役会 普通株式 46,490 3.0 2020 年３月 31日 2020年６ 月 9 日
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 　(2) 金融商品の時価等に関する事項
　　　�　2020年３月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません（（注）２．参照）。

	 （注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
	 　　　資　産
	 　　　　①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権
	 　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
	 　　　　④投資有価証券
	 　　　　　�　株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格あるいは

将来キャッシュ ･フローを満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算
定しております。

	 　　　負　債
	 　　　　①支払手形及び買掛金、②電子記録債務、③短期借入金、④未払法人税等
	 　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
	 　　　　⑤社債
	 　　　　　�　元利金の合計額を、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定し

ております。
	 　　　　⑥長期借入金
	 　　　　　�　元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。
	 　　２�．非上場株式（連結貸借対照表計上額 54,046 千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、「④投資有価証券」には含めておりません。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 2,702,358 2,702,358 －
②受取手形及び売掛金 3,325,435 3,325,435 －
③電子記録債権 748,417 748,417 －
④投資有価証券 2,854,992 2,854,992 －
　資産計 9,631,203 9,631,203 －
①支払手形及び買掛金 1,739,483 1,739,483 －
②電子記録債務 280,157 280,157 －
③短期借入金 1,680,000 1,680,000 －
④未払法人税等 156,945 156,945 －
⑤社債 150,000 150,061 61
⑥長期借入金 50,000 50,137 137
　負債計 4,056,586 4,056,785 199
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５．賃貸等不動産に関する注記
 　(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　　当社では、東京都において、支店ビルの一部を賃貸用として使用しており、その他賃貸用の駐車場等を有しております。
 　(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

	 （注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
		  ２�．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、

その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額等であります。ただし、直近の
評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場
合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

６．１株当たり情報に関する注記
 　(1) １株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 633 円 62銭
 　(2) １株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      11 円 82銭

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価

608,861 889,109
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株主資本等変動計算書
（自 2019 年４月１日　至 2020 年３月 31日） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,236,114 1,049,534 1,049,534 114,949 6,000,000 1,309,555 7,424,505 △1,162,304 8,547,850

当期変動額

剰余金の配当 △92,984 △ 92,984 △ 92,984

当期純利益 158,516 158,516 158,516

自己株式の取得 △187 △ 187

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 － － － － － 65,532 65,532 △ 187 65,344

当期末残高 1,236,114 1,049,534 1,049,534 114,949 6,000,000 1,375,088 7,490,037 △1,162,491 8,613,195

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,152,618 1,152,618 9,700,468

当期変動額

剰余金の配当 △92,984

当期純利益 158,516

自己株式の取得 △187

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

△240,531 △ 240,531 △ 240,531

当期変動額合計 △240,531 △ 240,531 △ 175,186

当期末残高 912,086 912,086 9,525,282
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
 　(1) 資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　子会社株式
　　　　移動平均法による原価法
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
　　　　時価のないもの
　　　　　移動平均法による原価法
　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　製品、仕掛品
　　　　個別法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
　　　原材料
　　　　総平均法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
　　　貯蔵品
　　　　最終仕入原価法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
 　(2) 固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定率法によっております。
　　　�　ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定額法によっております。
　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
　　③リース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
 　(3) 引当金の計上基準
　　①貸倒引当金
　　　�　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　　②賞与引当金
　　　　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。
　　③退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
　　　イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　�　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。
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　　　ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　　　　�　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (５年 )による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
　　④役員退職慰労引当金
　　　　役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上しております。
 　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
 　(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　①消費税等の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　　②退職給付に係る会計処理
　　　�　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこの会計処理の方法と異なって

おります。

２．貸借対照表に関する注記
 　(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
　　　担保に供している資産
　　　　　建　　　物	 236,552 千円
　　　　　土　　　地	      1,864,845 千円
　　　　　　　計	 2,101,398 千円
　　　担保に係る債務
　　　　　短期借入金	 1,030,000 千円
　　　　　社　　　債	 150,000 千円
　　　　　長期借入金	           50,000 千円
　　　　　　　計	 1,230,000 千円
 　(2) 有形固定資産の減価償却累計額	 15,223,453 千円
 　(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　　　　　短期金銭債権	 2,270 千円

３．損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高
　　　　営業取引による取引高
　　　　　売上高	 19,326 千円
　　　　　売上原価	 132 千円
　　　　　販売費及び一般管理費	 1,265 千円
　　　　営業取引以外の取引高	 4,800 千円



13

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　　　　普通株式	 2,328,162 株

５．税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　　繰延税金資産
　　　　土地減損損失	 459,834 千円
　　　　投資有価証券評価損	 76,374 千円
　　　　会員権評価損	 31,213 千円
　　　　貸倒引当金	 3,287 千円
　　　　未払社会保険料（賞与）	 19,217 千円
　　　　未払事業税	 13,036 千円
　　　　賞与引当金	 121,774 千円
　　　　退職給付引当金	 860,477 千円
　　　　役員退職慰労引当金	 126,516 千円
　　　　その他	 　　　33,319 千円
　　　繰延税金資産小計	 1,745,051 千円
　　　評価性引当額	 　 △ 697,110 千円
　　　繰延税金資産合計	 1,047,940 千円
　　　繰延税金負債
　　　　その他有価証券評価差額金	 　 △ 361,353 千円
　　　繰延税金負債合計	 　 △ 361,353 千円
　　　繰延税金資産の純額	         686,587 千円

６．１株当たり情報に関する注記
 　(1) １株当たり純資産額	 614 円 66銭
 　(2) １株当たり当期純利益	 10 円 23銭


